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（別紙１） 

「重点支援ＤＭＯ」取組計画書 

※最新の形成・確立計画を添付すること。           令和２年６月９日現在 

（１）観光地域づくりにおける目標（ビジョン） 

 

（下記の内容は、今年度予定されている、京都市における次期観光振興計画の審議結果を 

踏まえて更新される見込み） 

 

○地域全体の目指す方向性 

ビジョン「持続可能で満足度の高い国際文化観光都市」 

市民生活の豊かさ 

観光産業が栄えることによって「市民生活の豊かさ」が向上する関係（京都モデル）

が築かれている 

観光客の価値観に影響を与える 

観光の質（京都を訪れて、市民の文化や暮らしに触れることよって価値観や心境に変

化がもたらされる可能性）が高まっている 

文化の保全と創出 

「文化財」を活用することで保全するモデルの最先端を目指すとともに、国内外との

交わりを通して「新しい文化」が育まれている 

強靭な産業 

災害や疫病などの様々な危機に対応できる体制を備え、特定の市場に依存するような

リスクも低減することで、しなやかで力強い産業が根付いている 

観光業に誇りを持てる 

観光産業の担い手が活躍し、観光業に携わることを誇りに思うことができ、志を持っ

た人材が集うことで、さらなるイノベーションが生まれている 

「国連 観光・文化京都会議 2019」において、「観光」と「文化」の力であらゆる社会的課題の

解決，SDGs の達成を目指し、以下の例に挙げるような「京都モデル」の実現に取り組む。 

 

図 祇園祭を例にした場合の京都モデルのイメージ 
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○ターゲット顧客 

ビジョンの達成につながる観光客像 

無形資産に価値を見出し、新しい体験に投資し、成長を楽しむことを重視する人 

京都市観光協会では、この条件に該当すると考えられる人へのインタビュー調査や、 

国内外の主要市場を対象とした WEB アンケート調査を令和元年度に実施。この結果をもとに、

従来型のエリアや世代、所得などの属性による分類ではなく、価値観や地域に対する理解度、

責任意識に注目した顧客像（ペルソナ）の構築を行っているところである。 

 

 

 

ペルソナの詳細や、これらに紐づいた各事業の展開との関係については現在整理中。 

 

欧米豪・富裕層

アジア・一般層

理
解
度
・
高
い

理
解
度
・
低
い

従来の主要ターゲット

今後の主要
ターゲット

地域別➡ペルソナ別

ブランド調査によってペルソナを明確化
➡より効果的なプロモーションに挑戦！
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○経営戦略 

京都観光の強み 

想定しているペルソナ群（ターゲ

ット層）における、アジア方面の主

要都市訪問率を比較すると、京都

は東京に次ぐ高い水準となってお

り、2人に 1人は訪問経験がある。 

 

一方で、再訪希望率は沖縄や上海

を下回っており、繰り返し訪れる

旅行先としてのブランディング

は、さらに高みを目指す余地があ

る。 

 

 

想定しているペルソナ群（ターゲ

ット層）における、アジア主要な旅

行先に対するイメージについて分

析すると、京都は「季節・風景」「瞑

想・哲学」のイメージに比較優位を

持っている。 

 

世界遺産に代表されるような桜・

紅葉の景観を備えたコンテンツ

や、海外でも人気の高い「禅宗」の

総本山が集まり座禅などの体験が

できるエリアとしてのイメージが

定着していると考えられ、他都市

との差別化が図られている。 

 

 

出所）京都市観光協会において実施した国内外約 5000 人に対するアンケート結果 
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京都観光の弱み 

日本人観光客と外国人観光客では訪問エリアの分布が異なっていることから、近年の外国人観

光客割合増加にともなって、「嵐山」「清水寺」「伏見稲荷」「二条城」「京都国立博物館・三十三

間堂」「金閣寺」周辺のエリアへの集中が進んでいる。 

 

 

出所）京都市「ビッグデータ等を活用した交通流動実態調査」をもとに京都市観光協会にて集計 

 

 

828㎢

147万人

・日本の市で8番目の人口

・約10人に1人が大学生

・1日あたり観光客滞在は約21万人（人口の15%）

・山手線の1/2程度の範囲内に観光資源が集中

・世界文化遺産に15箇所が認定

・重要文化財1,879件で、全国に占める割合は14.3%

30㎢

各属性における京都駅の来訪者数を1.00としたときのエリア別来訪者数（平成30年）

エリア 日本人観光客 外国人観光客

京都駅 1.00 1.00

四条通 0.74 0.69

祇園 0.41 0.38

京都タワー 0.29 0.11

嵐山 0.22 0.26

清水寺 0.20 0.25

梅小路 0.15 0.04

岡崎 0.15 0.07

伏見稲荷 0.13 0.19

二条城・二条駅 0.11 0.18

京都国立博物館・三十三間堂 0.09 0.06

京都御苑 0.09 0.09

金閣寺 0.03 0.10
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（万人） 

 

 

この結果、一部の時期やエリアにおいて需要が集中し、混雑、マナー等の問題が発生し、 

これらのイメージが広まることによって、観光に対する市民感情の悪化が問題となっている。 

 

 

出所）京都市「市民生活実感調査」をもとに京都市観光協会にて集計 
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京都は，観光客にとって質の高い観光都市である。

京都は，市民にとってくらしやすい観光都市である。

上記のグラフは、これらの質問に対して、
大変そう思う（2点）～まったくそう思わない（-2点）
の5段階評価で回答された結果の平均値の推移である。

いずれの質問に対しても0点以上で推移しているため、
ポジティブな感情を抱いていると評価できる。

（点）
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京都観光にとっての機会 

『持続可能性・ＳＤＧｓ』という新たな価値観が提唱され、国内においても認知されている。 

令和元年 12 月に京都において開催された国連国際観光機関（ＵＮＷＴＯ）とＵＮＥＳＣＯにお

ける国際会議において、観光は「文化」と連携しあらゆる社会的課題の解決・SDGs の達成を目

指すものとして宣伝がなされており、ＳＤＧｓ達成のために『観光』は不可欠なものとして位

置づけられることとなっている。 

 

 

2020 年に予定されていた東京五輪、第 14 回国連犯罪防止刑事司法会議（京都コングレス）の

延期をはじめ、大型イベントの開催スケジュールは見通し不透明なものの、2025 年の大阪関西

万博まで新たな投資を呼び込むイベントが予定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

持続可能性・ＳＤＧｓ先進度調査 京都市が１位！

日経新聞調査

「持続可能性・ＳＤＧｓ先進調査」：７４の指標を用いて評価

令和元年12月に京都で開催されたUNWTO

京都の取組・思想は高く評価される

➡「観光・文化京都宣言」

２０１９ ２０２1 ２０２５

京都市に移転
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京都観光にとっての脅威 

京都を訪れる国内観光客は高齢者が多く、高齢化により市場が拡大する可能性はあるが、これ

まで京都の国内観光市場を支えてきた団塊世代の引退し、新たに高齢者となる世代が団塊世代

と同様に定着する保証は無い。 

また、京都市は修学旅行市場のシェア約３割を締めており、長年安定した需要を築いてきたが、

これを支える若年人口は少子化により減少する見通しとなっている。 

日本人入洛客 

 

出典）京都市「京都観光総合調査」（街頭アンケート調査であり、修学旅行生は含まれない） 
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訪日リピート率が高い「台湾」「香港」からの京都市内宿泊客数は、他市場と比較するとここ数

年成長率が低くなっており、日本には訪れているが京都以外の地方部が選ばれているという状

況が続いている。 

 

出所）京都市観光協会データ月報 

 

また、京都を訪問した外国人が同じ訪日期間中に訪れる都市は、東京や大阪などのいわゆるゴ

ールデンルート上の都市が多い一方で、次回訪日時には北海道をはじめとした地方都市への訪

問意向が高まることからも、訪日リピーターが京都を選びにくくなる可能性があると考えられ

る。 

 

 

出所）京都観光総合調査をもとに京都市観光協会にて集計 
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市内企業における景気実感の Diffusion Index（増加，上昇などと回答した企業の企業割合か

ら，減少，低下などと回答した企業割合を差し引いた数値）は、新型コロナウィルスの影響を

受けて急速に悪化している。 

 

出典）京都市「第 134 回京都市中小企業経営動向実態調査」 

 

京都商工会議所の会員企業 436 社（京都市内企業含む）に対するアンケート結果によると、 

新型コロナウィルスの影響を踏まえたＢＣＰ（事業継続計画）は過半数が未対応であり、 

経営の強靭化に向けての課題が浮き彫りとなっている。 

 

 

出典）京都商工会議所「新型コロナウィルスによる京都経済への影響」に関する緊急調査 

既に策定済み

または着手中

15.1%

感染症等についても

範囲を拡大する

12.8%

必要性の

意識が

高まった

45.3%

必要性を

感じた

14.8%

必要性を

感じない

11.9%

新型コロナウィルスの影響を踏まえた

ＢＣＰ（事業継続計画）の策定状況について
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内部環境（強み・弱み）と外部環境（機会・脅威）をもとに、前述のビジョンを策定し、ビジョ

ン達成のために、５つの事業領域における戦略（何を優先するか）を以下のとおり整理する。 

 

 機会 脅威 

 SDGs の潮流 

 文化庁の移転 

 感染症対策 

（安心・リモート） 

 東京五輪、大阪万博 

 少子化、団塊世代引退 

 訪日ﾘﾋﾟｰﾀｰからの飽き 

 コロナ不況による 

倒産・事業継承不調 

 災害リスク 

強
み 

 世界遺産をはじめとし

た文化財 

 四季の美しいイメージ 

禅などの人気ｺﾝﾃﾝﾂ 

 大学生・修学旅行需要 

 業界団体のﾈｯﾄﾜｰｸ 

 文化を活用した 

質の高い体験の創出 

 地域住民や業界との 

合意形成を踏まえた 

持続可能なブランドの 

構築 

 特定市場に依存しない

シームレスな経営 

 穴場コンテンツの発掘 

 将来のリピーター発掘 

 経営の強靭化 

弱
み 

 住民の受入意識の低下 

 事業者の ICT 対応の遅れ 

 特定の時期や場所への

需要集中 

 感染症対策をきっかけ

に、ICT 活用を中心に担

い手を支援 

 理解度の高いリピータ

ーの開発などによる地

域住民との調和 

 オンラインでは体験で

きない高付加価値コン

テンツの整備 

 

 

持続可能で満足度の高い国際文化観光都市 

優先順位 低  優先順位 高 

戦
略 

マーケティング 一見さん ＜ 
常連さん 

（リピーター） 

コンテンツ 
有形価値 

その場の感動 
＜ 

無形価値 

その後の成長 

プロモーション 自社媒体強化 ＜ 外部メディア連携 

インフラ 

（受入環境） 

公共整備 

利便性追求 
＜ 

民間投資の支援 

探究心のサポート 

マネジメント 経営層との関係強化 ＜ 従業者層とも関係構築 
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○ＫＰＩ 

ビジョンを構成する５つの要素に対応するかたちで、以下のとおりＫＰＩを設定する。 

ビジョン ＫＰＩ 

持
続
可
能
で
満
足
度
の
高
い
国
際
文
化
観
光
都
市 

市民生活の 

豊かさ 

観光消費額 

市民生活の豊かさを向上させる主要因の一つで

ある市民所得に連動する指標。 

京都市において実施する「京都観光総合調査」

の結果をもとに算出。 

市民にとっての 

暮らしやすさ 

市民生活と観光との調和の状況を直接的に測定

する指標。京都市において実施する「市民生活

実感調査」等の結果をもとに算出。 

観光客の 

価値観に 

影響を与える 

ＮＰＳ※1 

顧客（観光客）の満足度の高さを測定するにあ

たって、民間事業者を中心に普及している指標。

個人の１回の旅行における満足度だけでなく、

その後の再訪可能性や知人への推薦行動を含め

たＬＴＶ（生涯貢献度：ライフタイムバリュー）

を反映することから、満足度の平均値等よりも

網羅性の高い指標である。「京都観光総合調査」

の結果をもとに算出。 

文化の 

保全と創出 

文化財を 

活用した 

取組の件数 

文化財を活用して保全につなげる活動を測定す

る指標。当協会が運営する公式サイト等におい

て取り扱う、文化財特別公開や文化財を舞台と

したイベントなどの取組件数を集計する。 

強靭な産業 

新しい生活様式

に対応した 

事業者数 

新しい生活様式に対応した取組状況を評価する

指標。事業者の取組に対して認定を行い（詳細

については検討中）、その件数の拡大を目指す。 

観光客の 

国籍・地域別 

分布の偏りの 

少なさ 

入洛客の国籍・地域分布の偏りをジニ係数※2で

評価し、特定の市場への依存度を把握する。 

訪日市場全体のアジア依存度が高まるなか、 

欧米系市場を維持することで、市場リスクの低

減を目指す。 

当協会において実施する「京都市観光協会デー

タ月報」の延べ宿泊客数をもとに算出。 

観光業に 

誇りを持てる 
ＤＭＯ会員数 

地域におけるＤＭＯの存在感や、ＤＭＯの経営

基盤の安定度、観光関連事業者の地域に対する

貢献意識の強さを反映する指標である。 
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注）括弧内は目標値 

 

※１ 京都観光をお薦めしたいかどうかという問いに対して、肯定的な回答者の割合から否定

的な回答者の割合を差し引いた値。 

※２ ０～１までの値を取る係数であり、数値が小さいほど分布の偏りが少ない状態であるこ

とを表す。 

※３ 2020 年度は新型コロナウィルスの影響で市場が混乱しているため、目標値は設定してい

ない。 

※４ 指標や目標値は、今年度京都市において開催される次期観光振興計画の審議会の場で検

討されるため、上記の値は仮値である。 

 

項目 単位 2017 2018 2019 2020※3 2021 2022 

観光消費額 

（日本人） 
億円 

8,636 

（外国人と 

あわせて

13,000） 

9,357 

（外国人と 

あわせて

13,000） 

未発表 

（外国人と 

あわせて

13,000） 

 

(要見直し) 

 

(8,000) 

 

(9,500) 

観光消費額 

（外国人） 
億円 2,632 3,725 

未発表 

（外国人と 

あわせて

13,000） 

 

(要見直し) 

 

(2,000) 

 

(3,500) 

市民にとっての 

暮らしやすさ 
pts 

0.33 

(―) 

0.29 

(―) 

0.07 

(―) 

 

（0.30） 

 

(0.40) 

 

(0.50) 

ＮＰＳ※1 

（国内） 
pts  

16.7 

 

未発表 

(―) 

 

(18.0) 

 

(19.0) 

 

(20.0) 

ＮＰＳ※1 

（海外） 
pts  

53.0 

 

未発表 

(―) 

 

(53.0) 

 

(54.0) 

 

(55.0) 

文化財を 

活用した 

取組の件数 

件 
21 

（未設定） 

21 

（未設定） 

21 

（未設定） 

 

（要見直し） 

 

（25） 

 

（30） 

新しい生活様式

に対応した 

事業者数 

件 未実施 
新型コロナウィルスの影響等を

踏まえた新たな指標として検討 

国籍・地域 

分布の偏り 

ジニ 

係数 

※２ 

0.65 

(未設定) 

0.65 

(未設定) 

0.66 

(未設定) 

未発表 

（0.65） 

 

（0.65） 

 

（0.65） 

ＤＭＯ 

会員数 
件 

1,381 

(未設定) 

1,451 

(未設定) 

1,525 

(未設定) 

 

(1,500) 

 

(1,550) 

 

(1,600) 
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（２）観光資源の活用 

・インバウンド等の誘客に資する観光資源を活用した取組及び今後の取組を記載。 

 

 京都市認定通訳ガイドの育成 市民生活の豊かさ 観光客の価値観に影響を与える 

京都観光の専門知識を身に付け、外国語で京都の奥深い魅力を伝えることができる京都市

認定通訳ガイド「京都市ビジターズホスト」（英語・中国語・フランス語・スペイン語）の

育成・認定に取組み、ガイドツアーの開催や検索サイト「クレマチス」等を通じた事業者

とのマッチングを通して、活躍を支援する。 

 

また、京都市認定通訳ガイド制度の研修をすべて修了し認定を行った通訳ガイドのサービ

ス品質維持・向上を目的として、より実践的なガイディングスキルや具体的な専門知識を

学べるスキルアップ研修を実施している。 

「花街まちあるき研修」「料亭での食文化研修」「通訳案内士に学ぶガイディング研修」 

「とっておきの京都プロジェクトと連携した研修（京北、大津、宇治）」「禅を学ぶ」など 

令和元年度実施回数：全 20 回 参加者数：延べ 287 名 

   

平安神宮でのガイディング研修 春光院での禅を学ぶ研修  京北エリアでの研修 

 ガイドツアーの開発 市民生活の豊かさ 観光客の価値観に影響を与える 

京都文化への理解促進を通じた外国人観光客の満足度向上、更には、消費拡大、観光分散

化の促進等の観光課題解決を図るべく、京都遺産や伝統産業、文化資源等と観光を結びつ

ける英語ガイドツアーを京都市認定通訳ガイド「京都市ビジターズホスト」等を活用して

造成・運用した。 

 

 

 

●毎年約50名のガイドを育成

➡現在約200名体制（英・中・仏・西語）

●定員の約10倍の応募の中から選出

●年間約2億4,000万円の経済活動

（150名体制時/周辺業務含む）

●MICEを中心にＶＩＰ対応でも活躍

上質な通訳ガイド提供による
外国人観光客の満足度アップ！

パリ市副市長一行の表敬訪問に帯同する通訳ガイド
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京都市ビジターズホスト等によるガイドツアー運用 

京都迎賓館、二条城（日本語・英語）、京都御所界隈、古川町商店街界隈、祇園界隈等 

延べ参加数：約 9、000 人 

      

 

    京都市ビジターズホストが関連するガイドツアーを取りまとめたリーフレット 

 

     

    外国人向け OTA サイト・Voyagin       フリーペーパー ENJOY KYOTO 

 

 また、観光庁が主導する「地域観光資源の多言語解説整備支援事業」と連携し、政策的に

も重要と思われる地域にて、専門家人材による観光資源の多言語整備を実施し、その成果

物を活用して、東山七条地域のガイドツアーの造成や東山七条地域の街歩きを促進するウ

ェブサイトの作成等を行った。 

       

      作成した英語解説文を利用した該当地域の街歩き観光を促進する WEB サイト 

 



 

15 

 

 三大祭観覧席英語ガイド席の開発 観光客の価値観に影響を与える 文化の保全と創出 

京都三大祭である「葵祭」「祇園祭」「時代祭」において、当協会で長年実施してきた有料

観覧席事業において、外国人向けの通訳ガイドによる解説を行う座席の開発に取組み、 

民間事業者と連携して販売を行っている。 

 

 

 レストランスペシャル等による食文化の発信 市民生活の豊かさ 文化の保全と創出 

京の食文化の普及促進、閑散期対策、国内外の観光客に気軽に京の味覚を堪能していただ

くため、平成 22（2010）年からレストランウインタースペシャルを開催している。令和元

年度は、初となる夏季に開催し、老舗から新進気鋭まで人気飲食店が、特別感のあるメニ

ュー構成と分かりやすい価格で特別メニューを提供し、WEB サイトの英語化や、当協会が

運営している観光案内所に併設されている「ぐるなび情報ラウンジ」と連携した外国人向

けの情報発信を強化している。 

〇京都レストランサマースペシャル 2019（初開催） 

開催期間：８月 17日（土）～９月 16 日（月・祝） 

参加店舗数：148 店舗 

集客数：14,909 人 

売上額：79,328,000 円 

〇京都レストランウインタースペシャル 2020（11 回目） 

開催期間：２月１日（土）～２月２９日（土） 

参加店舗数：203 店舗 

集客数：27,495 人 

売上額：143,132,000 円 
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 ラグビーキャンペーン 市民生活の豊かさ 

ラグビーワールドカップ観戦等を機に訪日する外国人観光客の京都への来訪促進に向け、

「Kyoto City Official Travel Guide」に特設ページを設置し、情報発信を行うとともに

市内の飲食店等でのキャンペーンや期間限定の体験型メニューの提供などを実施し、観光

客の満足度の向上、観光消費の拡大を図った。 

 期間限定体験メニュー（９本）を実施 

 市内飲食店等を中心とした外国人観光客への特典の付与等 

 参加店舗数：４８４店（飲食店４４８店、免税店３６店） 

 市内中心部のみならず、周遊を促進する取組（モデルコース５本作成） 

 本キャンペーンの周知（特設サイト、ポスター、チラシ等の作成） 
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（３）観光資源の磨き上げや二次交通を含む交通アクセスの整備、多言語表記等の受入環境の

整備等の着地整備に関する今後の取組 

（３）－１．観光資源の磨き上げに関する現状・今後の取組 

 「京の夏の旅」、「京の冬の旅」キャンペーン 文化の保全と創出 

ＪＲ各社と連携し、文化財特別公開や関連イベントを実施することで、文化財を観光資源

として活用する先行事例を創出し、同様の観光資源に対する需要を底上げし、域内におけ

る観光資源の開発を支援する。また、各公開箇所や料亭を効率的に周遊するための定期観

光バス路線を設定し、２次交通の改善に取り組んでいる。 

 

 

 三大祭観覧席設置事業 文化の保全と創出 

葵祭・祇園祭山鉾巡行（前祭・後祭）・時代祭の京都三大祭当日に有料観覧席を設置し、

観光客に対し同席の快適さや利便性と各祭の魅力をＰＲするとともに、団体取扱旅行会社

へのセールス活動やマスコミ機関等への報道要請を行う。また、各三大祭をわかりやすく

紹介したパンフレットを作成し販売するほか、国内外の観光客のニーズに合った観覧席を

設定し、提供していく。近年は、解説ガイド付きの高価格帯プランの開発に取り組む。 

発掘

•特別公開可能
な文化財の発
掘・交渉

•キャンペーン
連携イベント
の発掘

商品化

•旅行会社やバ
ス会社による
ツアー造成支
援

•ガイド内容宣
伝物の企画

•案内板などの
設営

流通

•ＪＲ各社と連
携した交通広
告

•公式サイト、
ＳＮＳでの情
報発信



 

18 

 

   

 
 

 京都・花灯路、京の七夕 文化の保全と創出 

京都におけるいわゆるショルダーシーズンにおいてライトアップイベントを開催し（12

月初旬と 3月初旬に「京都・花灯路」、8月上旬に「京の七夕」）、季節および時間帯の需

要分散を図る。 

 

 

発掘

•主催者団体と
連携し、当年
の話題となる
取組を発掘

商品化

•ガイド付き席
などの高付加
価値商材の開
発

•旅行会社によ
るツアー造成
支援

流通

•ＯＴＡと連携
した販売

•公式サイト、
ＳＮＳでの情
報発信

発掘

•地元団体と連
携し、当年の
話題となる取
組を発掘

商品化

•プラットフォ
ーム型のイベ
ントであるた
め、イベント
に合わせた商
品企画は、基
本的に対象地
域内の店舗に
委ねられる

流通

•交通機関等に
おいてポスタ
ーを掲示

•公式サイト、
ＳＮＳでの情
報発信
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 びわ湖疏水船 市民生活の豊かさ 文化の保全と創出 

京都市、滋賀県、大津市などで構成される「琵琶湖疏水沿線魅力創造協議会」の事務局を

担当し、2018 年春から 67 年ぶりに本格運航を開始したびわ湖疏水船の運航事業を推進す

る。2019 年秋に３隻目となる新船「れいわ号」も加え、今年度は大幅に増便増席を図る

ことにより、観光客のニーズにも応え、持続可能な通船運営に努める。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発掘

•協議会構成団
体と連携し、
乗船中のガイ
ド内容を企画

商品化

•2018年より商
品化済

•旅行会社と連
携したツアー
造成支援

•運航計画の改
善や、増隻に
よる収益率向
上に取り組む

流通

•交通機関等に
おいてポスタ
ーを掲示

•公式サイト、
ＳＮＳでの情
報発信
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 とっておきの京都プロジェクト 市民生活の豊かさ 

分散化対象エリア（伏見、大原、高雄、京北、西京、山科）の観光魅力を発信するととも

に、域内における観光地経営事業者（DMC）の支援等を行う。情報発信の起点となるホー

ムページにおいて、食分野に関する地域情報を強化に取り組む。 

 

観光地経営事業者（DMC）による市内周辺部（伏見、大原、高雄、山科、西京、京北等）

への継続的な誘客に繋がる新たな取組を支援・協力する制度（「とっておきの京都プロジ

ェクト」DMC 事業支援制度）を創設し、新規事業の提案を募集。応募のあった 11 事業者

から、2事業者（株式会社 on the trip、株式会社 ROOTS）を採択し、助成金を交付した。 

 

 株式会社 on the trip（助成金額：500 万） 

助成金額   500 万円 

助成対象事業 音楽体験事業 「SOUND TRIP」 

事業開始日  令和２年２月６日（木） 

 

 株式会社 ROOTS（助成金額：500 万） 

助成金額   500 万円 

助成対象事業 里山コミュニティ・ツーリズム事業 

事業開始日  令和２年３月２７日（金） 

 

 

 

京北エリア 大原
エリア

西京
エリア

伏見
エリア

山科
エリア

高雄
エリア

魅力ある多様なエリアへの送客促進

中心部

発掘

•地域内のイベ
ント情報を集
約

•地域の魅力を
伝える記事の
作成

商品化

•ＤＭＣ支援を
通して、地域
の魅力を活か
した体験プロ
グラムを開発

流通

•交通機関等に
おいてポスタ
ーを掲示

•公式サイト、
ＳＮＳでの情
報発信

ROOTS ウェブサイト 

SOUND TRIP ウェブサイト 
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（３）－２．受入環境の整備に関する現状・今後の取組 

 

受入環境整備全般に関わる事業 

 外国人観光客受入環境整備助成金 強靭な産業 観光業に誇りを持てる 

インバウンドの受入れに前向きな事業者に対する助成制度を実施し、市内事業者がキャッ

シュレス対応、多言語メニュー、WiFi 環境、トイレ整備などを行う際の経費に対し、助

成金を交付（令和元年度実績 133 件 1 件あたり上限 20 万円）。令和２年度は新型コロナ

ウィルスの影響で事業実施が見送りとなったが、来年度以降の実施に向けて検討を行う。 

 

 

 オンライン研修の配信 強靭な産業 観光業に誇りを持てる 

新型コロナウィルス感染症の拡大防止期間における緊急支援事業として、観光関連事業者

を対象とするオンライン研修（ウェビナー※）の配信を開始している。配信開始から２ヶ

月で、7,000 回を超える視聴があり、今後もコンテンツの充実を予定している。 

 

中国語研修動画の収録風景 
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研修内容 講師 

観光客減少期対策 

（２メニュー） 

京都市観光協会アドバイザー 

（元 JNTO 香港上席次長） 清水 泰正 氏 

事業継続計画（BCP）研修 

（２メニュー） 

株式会社アルファコンサルティング 

代表取締役 青木 康弘 氏 

デジタル活用研修 

（２メニュー） 

株式会社デイアライブ 

代表取締役／CEO 今西建太 様 

衛生対策 

（１メニュー） 

株式会社ぐるなび 

ぐるなび大学 インストラクター 田中 賢二 様 

京都観光研修 

（８メニュー） 

株式会社らくたび 代表取締役 山村 純也 氏 

代表取締役 若村 亮 氏 

初心者向け 外国語研修 

（８メニュー） 

英語ネイティブ講師 

マイケル スタイン氏 

 

京都市観光協会 受入環境整備課 

仲 昭君（中国語ネイティブ） 

 

 観光案内所の運営  市民生活の豊かさ 観光業に誇りを持てる 

京都総合観光案内所（JNTO にてカテゴリー3に西日本で初めて認定）および河原町三条観

光情報コーナー（平成 29年度 カテゴリー2に認定）を運営している。近年は災害時対

応の強化に取組んでいる。直近では、クラウド型のサイネージシステムを導入し、収集し

た交通機関の運行情報や観光施設の営業情報を、その他施設でも同時に発信することで、

情報収集と発信の一元化に取り組んでいる。 

①多言語対応 

 観光事業者スタッフ向け外国語研修の実施 強靭な産業 観光業に誇りを持てる 

外国人観光客と実際に接する観光事業者スタッフを対象とする初心者向け外国語研修（英

語・中国語）を宿泊施設、小売店等、業種別に開催する。また、観光事業者からの派遣依

頼に基づく出張型研修も併せて開催し、おもてなしの向上と観光消費の喚起を推進する。 

 ＜令和元年度実績＞ 

参加型研修 小売店、宿泊施設、観光案内、飲食店、中国マナー・習慣 

      15 回/119 名（英語 8回/75 名、中国語 7回/44 名） 

出張型研修 33 回/612 名  

※コロナの影響で 3月の研修（3回/65 名）延期となった 

合   計 48 回/731 名（H30 年度：59回/819 名） 



 

23 

 

 宿泊施設等対象「24 時間多言語コールセンター」の運営  強靭な産業 

外国人観光客の満足度向上とセーフティネットの構築等を目的に、宿泊施設を対象とする

24 時間、年中無休の多言語コールセンターを、京都府、京都市、滋賀県、大津市、奈良

市との共同事業として運営する。また、VoiceTra4U 等の ICT による通訳機能ソフトにつ

いても、積極活用するよう働きかけていく。 

 外国人観光客受入環境整備助成金の対象事業として、多言語対応の取組を設定 

 オンライン研修内のメニューとして配信 

 ガイドツアーの開発（P13-14 再掲） 

 

②Wi-Fi 整備 

 京都市と連携した Kyoto Wi-Fi の普及 

京都市と連携し 24時間無料で利用できる Wi-Fi アクセスポイント利用範囲の拡大のため、

KDDI グループの株式会社ワイヤ・アンド・ワイヤレスとの連携のもと、民間商業施設等で

もより簡便な利用手順で、観光客の皆様がより快適にインターネットを利用できる公衆無

線 LAN スポットの整備を進めている。 

 

 

 外国人観光客受入環境整備助成金の対象事業として、Wifi 整備を設定 

 

③キャッシュレス対応 

 買物環境整備 強靭な産業 

免税相談窓口の開設や多言語コールセンターの運用など、全国に類を見ないほどの免税対

応支援事業を積極的に展開した結果、事業開始時と比較し約８倍増となる 1,400 店あまり

に達している京都市内免税店に対し、継続的なサポートを行う。具体的には、令和２年４

月から始まる免税手続の電子化に向けたセミナーを実施し、電子化対応を支援する事業者

とのマッチングを行っている。 

また、京都市が包括連携協定を締結している大手クレジットカード会社 Visa や平成 30 年

８月に当協会が新規加入した地域情報化推進団体 KICS と連携した取組等を展開し、当協会

の働きかけによって KICS に加盟してキャッシュレス対応した事業者を増やしている。 

また例年、年間を通じた免税売上調査を行い、インバウンドの消費動向調査を分析してい

る。今年度の調査の結果では、令和元年の京都市内における年間免税売上額は約 223 億円

／回答 139 店舗（平成 30年は約 220 億円／120 店舗）と過去最高に達したことが明らかと

なった。 
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 外国人観光客受入環境整備助成金の対象事業として、キャッシュレス・免税対応を設定 

 

④交通アクセス改善 

 定期観光バス路線の開発 市民生活の豊かさ 文化の保全と創出 

「京の夏の旅」「京の冬の旅」キャンペーンで取り扱う特別公開文化財を効率的に訪問でき

るようにするため、京阪バス社と連携して定期観光バス路線を開発し、販売を行っている。 

 Foreign Friendly Taxi 市民生活の豊かさ 観光業に誇りを持てる 

京都市やタクシー業界と連携し、全国初となる訪日外国人優先タクシーを開発し、専用の

りばを設けることで観光客の利便性を向上させるとともに、市バスを利用する住民との動

線分離を促し、市民生活との調和を図る。 

 

 観光地図の発行  市民生活の豊かさ 観光業に誇りを持てる 

各観光案内所における案内の基本的なツールとして、観光地図（日本語版（30 万部）、アジ

ア版（繁体字・簡体字・ハングル 各５万部）、英語版（30万部））を発行している。 

⑤現地ガイド等の人材育成 

 京都市認定通訳ガイドの育成（P13 再掲） 

 宿泊施設従業員向け歴史文化研修 強靭な産業 観光業に誇りを持てる 

京都の文化などについての基礎知識を学習し、勤務する宿泊施設でのサービス向上等を目

的に、宿泊施設従業員を対象とする歴史・文化体験研修を前年度に続き実施した。 

実施日：茶道  令和元年 09月 17 日、18 日（全 2回） 協力：裏千家 

聞香  令和元年 09 月 24 日、27 日（全 2回） 協力：株式会社松栄堂 

着付け 令和元年 10 月 02 日、03 日（全 4回） 協力：京都和装産業振興財団 

華道  令和元年 10 月 07 日、08 日（全 2回） 協力：華道家元池坊 

参加者：京都市内の宿泊施設、観光関連事業の従業員 計 150 名 

 観光事業者スタッフ向け外国語研修の実施（P22 再掲） 
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⑥災害時の非常時の安全・安心対策 

 観光案内所における非常電源の整備 強靭な産業 

観光庁「災害時における非常用電源装置等の整備支援」 （訪日外国人旅行者受入環境整備

緊急対策事業）」を活用した非常電源の整備や、外国人の情報端末充電サービスを整備した。 

 帰宅支援サイト等との連携 強靭な産業 

京都市 防災危機管理室が運営する帰宅支援サイト等と連携し、観光客向け公式サイトから

帰宅支援サイトへの誘導を行う体制をとっている。 

 

 

 新型コロナウイルス注意喚起ピクトグラム 市民生活の豊かさ 強靭な産業 

衛生管理の徹底をはじめ、感染拡大防止の工夫をしながら営業されている事業者を対象に、

就業前の従業員の健康チェック用の「従業員向け衛生チェックシート」と、感染症防止対

策を行いながら営業していることを示すことにより安心して入店できる雰囲気を醸成する

ためのチラシ・ピクトグラムを作成して配付している。 

       

⑦公衆トイレの洋式化 

 外国人観光客受入環境整備助成金の対象事業として、洋式トイレ整備の取組を設定 

 

⑧その他 

 デジタル活用支援 強靭な産業 

Google 検索時に店舗や施設の情報を表示・管理する無料サービスである Google マイビジ

ネス等のデジタル技術の普及・啓発を進めることで、観光客による情報収集の利便性向上、

事業者の営業状況やインターネット上での被検索量の可視化に取り組む。 
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 マナー啓発 市民生活の豊かさ 

京都観光を楽しむだけではなく、まちに敬意を表することを呼びかける観点から、従来展

開していた啓発リーフレット「AKIMAHEN」の配布に加え、「Enjoy Respect Kyoto」ステッ

カー（「撮影禁止」「食べ歩き禁止」など全 14種）を新たに作成し、2,500 施設を超える観

光関連事業者へ送付するとともに、観光客向けに市内を巡回するスカイホップバスへのロ

ゴ掲出を実施している。 

 

また、オーバーツーリズムの問題が深刻化している祇園町南側地区では、国土交通省近畿

運輸局、京都市と連携し、観光客へのマナー周知・啓発の実証事業も実施し、市民生活と

調和した観光の実現に努めた。 

 

  

左：『AKIMAHEN』（英・簡体各 1万部を配布）/右：祇園町南側地区で配布した啓発チラシ 
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（３）－３．情報発信・プロモーション等の取組 

 京都市海外情報拠点の運営 観光客の価値観に影響を与える 観光業に誇りを持てる 

海外における旅行動向等の情報を収集するとともに、マーケティングに基づいた京都観光

の PR活動等を行うため、世界 12 都市において情報拠点（レップ窓口）を運営する。また、

拠点担当者が一堂に会する海外情報拠点市場説明会・相談会を開催し、会員企業等に対し、

現地の最新情報を提供する。 

 

令和元年度時点の海外情報拠点（令和２年度はドバイ、ソウル拠点が廃止） 

 海外メディア取材支援 観光客の価値観に影響を与える 観光業に誇りを持てる 

海外有力メディア（雑誌、テレビ、WEB サイト等）の取材誘致受入を推進し、メディアへの

効果的な露出を通じ、京都ブランドの一層の向上を図る。特に、観光客の集中緩和につな

げるべく、夏冬等の閑散期の魅力拡大を推進するとともに、まだ認知されていない観光魅

力の発信拡大を図る。 

また、メディア関係者等に京都の写真素材を提供する専用サイト「KYOTO IMAGE BANK」お

よび京都観光動画素材貸出サイト「KYOTO STOCK FOOTAGE LIBRARY 」を通じ、報道機関等

に提供し、京都のメディア露出の更なる拡大を図る。 

 オフィシャルメディアの運営 観光客の価値観に影響を与える 観光業に誇りを持てる 

WEB サイト「Kyoto City Official Travel Guide」において、よりターゲットとなる文化

への理解度の高い外国人観光客の分散化、長期滞在化を図るために、サイトの機能強化を

図る。また、Facebook（日本語、英語）や Instagram、Twitter、Weibo の公式アカウント

を引き続き運営し、観光客とのタッチポイントを広げる。 

平成 30 年度～令和元年度にかけては、観光庁「訪日外国人旅行者周遊促進事業」を活用

し、WEB サイトのリニューアルや、チャットボットの運用による相談ニーズの構造化に取

り組んだ。 
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 商談会等への出展 観光客の価値観に影響を与える 観光業に誇りを持てる 

世界各国・地域から海外旅行事業者（バイヤー）が集まる国際旅行商談会（VISIT JAPAN  

トラベル＆MICE マート 2019）に出展し、訪日旅行商品を造成するバイヤー担当者に向け、 

京都の観光・文化コンテンツを発信した。 

 開催日程：令和元年 10年 24 日（木）～26日（土）  

 参加状況：海外バイヤー33 ケ国・地域、304 社(422 名)が来場 

 商談件数：54件（うち、メディア PR は 3 件） 

 京都市観光協会データ月報の発行 強靭な産業 

平成 26 年（2014 年）から、京都市内の主要ホテル（客室数ベースで約４割をカバー）を対

象に、国・地域別の宿泊客数の調査を行い、広報発表を行っている。市域に限定した観光

需要を、約 1 カ月遅れで速報する唯一の統計であり、宿泊業界はもちろん、報道機関、不

動産業界、投資会社、宿泊をとりまく関連業界など、様々なステークホルダーに経営資源

として活用していただいている。 

 

2019 年データ年報における 延べ宿泊客数伸率推移 

 事業者向けの情報発信 強靭な産業 観光業に誇りを持てる 

会員をはじめとした事業者向けの情報発信を強化するため、観光客向けのウェブサイトと

は別に、事業者向けウェブサイトを運営している。ＤＭＯとしての事業の取組状況や成果

の発信を行うとともに、委託先事業者の公募や、会員入会や問合せの窓口とすることで、

新規事業立案に向けたパートナーの開拓や、経営基盤の安定化、ステークホルダーへの説

明責任の達成を図っている。 

また、ウェブサイトで更新する情報を、週１回程度メールマガジンにまとめて配信し、1万

件を超える購読者に向けて情報を届けることで、事業者との接点の拡大に努めている。 
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日本政府観光局（ＪＮＴＯ）や周辺ＤＭＯとの役割分担 

各機関との役割分担を以下のように整理し、地域ＤＭＯならではの事業展開を行っている。 

インバウンド分野における役割分担のイメージ 

 
 

観光庁 

ＪＮＴＯ 

広域ＤＭＯ 

周辺自治体 
京都市 

ＤＭＯ 

（京都市観光協会） 

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ 

旅マエ 
発地側調査 

 調査項目の提案 

 
地域に特化した分析 

ＤＭＰ等の維持と提供  

旅ナカ 
既存統計 

 

民間統計の

とりまとめ 

広域流動に 

関する調査 

四半期に１回 

街頭ｱﾝｹｰﾄ 

（観光総合調査） 

集客施設からの 

情報提供を受ける 

関係の構築 

事業者  景況調査 
業界経営速報調査 

（データ月報など） 

住民   市民ｱﾝｹｰﾄ  

受入環境 

コールセンターや 

e-learning など 

共通で実施できる事業 

右記事業の 

方針決定と 

財源確保 

 

規制行政 

マナー啓発や 

認証制度など 

地域特有の課題対応 

事業者への働きかけ 

コンテンツ  
域内需要の分散化に

特化した資源発掘 

情報発信 

海外での 

情報発信 

組合せや 

差別化の調整 
 

上記で発掘した 

情報の提供 

海外メディア

との調整 
 

 メディアの 

現地取材支援 

 JNTO において発信するコンテンツ（例：100 Experiences in Japan –Find the Japan of 

your Dreams!-）への素材提供を行っている。また、JNTO の各海外拠点が運営する SNS 等

の投稿コンテンツ募集に対する情報提供を行っている。 

 認定通訳ガイド事業では、宇治市および大津市と連携し、ガイドの活動エリアを京都市だ

けでなく連携先地域にまで拡大している。びわ湖疏水通船事業では、大津市と連携して乗

船前後のエリアにおける観光振興に取り組んでいる。 

 嵐山保勝会、大原保勝会、伏見観光協会などの個別の観光地における団体や、商店街等の

組合と関係を構築し、当該地域における事業を実施する際に協議をする場を持ったり、各

団体が参画する会合の場に同席した際に情報共有を行ったりといった連携を行っている。 

 

情報連携 
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日本政府観光局（ＪＮＴＯ）に対して求める支援 

 観光課題先進都市における解決事例の全国的な展開 

需要分散やマナー啓発など、観光課題解決の先進事例を京都市において実証し、ＪＮＴＯ

がそれらを他地域にも展開することで、全国的に観光課題に先回りして対応できる体制を

構築する。 

 

 情報共有するための定期的な機会や窓口担当者の設定 

相互の情報を共有するための公式な機会が設け、各担当者間の個別の人脈に依存せずに 

組織的に連携を図ることができる体制の構築。 

 

 各地域で実施している事業者向け研修などの集約 

地域別に実施されている取組のうち、全国的に共通する内容はＪＮＴＯで集約し 

ＪＮＴＯの事業として位置付ける場合は、ＤＭＯが地域内の各事業者へ事業利用を働きか

けたり、フォローアップを行ったりする役割に特化する。 

 

 マーケティング調査における連携 

ＪＮＴＯで調査を実施する際に、各地域から意見収集する機会を設定 

各ＤＭＯで実施した調査結果をＪＮＴＯに提供し、比較分析を行う機会を設定 

調査結果の周知や、結果をふまえた意見交換会の開催 

調査結果の個票データのオープン化や、分析用ダッシュボードの提供 

ＤＭＰ等のマーケティングインフラの提供 

 

 海外メディアから素材提供・取材支援の依頼があった場合の取次 

京都市内の映像素材の提供依頼や、取材支援の打診がＪＮＴＯ側に入った場合に 

地域ＤＭＯに情報共有いただき、取材当日のアポイントや随行支援を地域ＤＭＯにて行う

ことで、メディア取材を円滑に実現できるような連携を一層強化する。 
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（４）ＤＭＯのマネジメント及び関係者の主体的な参画状況について 

ＤＭＯのマネジメントに関わる主な関係者 

役職など 氏名（出身組織・役職） 略歴 

会長 
柏原 康夫 

（京都銀行 名誉顧問） 

平成 20 年度に当協会の会長に就任し、

長年に渡り京都の観光振興に携わる。

各界の要職を兼ね、幅広い業界との関

係を持つ。 

執行責任者 

/ 

事務総長 

（専務理事） 

西村 健 

（京都市観光 MICE 推進室） 

令和 2 年度に着任。50 名に昇る理事会

のうちの１人である専務理事として就

任予定で、ＤＭＯの執行責任を負う。 

財務責任者 

/ 

事務局次長 

赤星 周平 

（京都文化交流ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝﾋﾞｭｰﾛｰ） 

広告代理店での勤務後，公益財団法人

京都文化交流ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝﾋﾞｭｰﾛｰにおい

て，主にｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞや MICE 誘致・開催業

務に従事し、業界関係者との強いﾈｯﾄﾜｰ

ｸを持つ。 

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 

責任者 

堀江 卓矢 

（株式会社 三菱総合研究所） 

観光経済波及効果、市場調査、観光戦略

策定業務に従事し、データ収集・分析に

ついて高い知見と能力を持つ。 

ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ 

責任者 

小笠原 昌彦 

（株式会社 ぐるなび） 

広告代理店での勤務後、飲食業界を中

心とした WEB ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ事業に従事し、

情報発信や販促手法について高い知見

と能力を持つ。 

有識者 
若林 靖永 

（京都大学 教授） 

経営管理大学院 経営研究センター長。

京都市観光協会の役員会に有識者とし

て参加するほか、京都市の次期観光振

興計画審議会の委員を務める。 

意思決定の流れ 

機関・役職等 意思決定における役割 

総会 
社団法人を構成する 1,500 社を超える会員企業が、 

毎年６月にＤＭＯの経営について審議する、最高意思決定機関。 

▲ 

理事会 

50 名の理事によって構成され、毎年３月に予算・事業計画を、５

月に決算・事業報告について審議する。 

▲ 

正副会長会 

理事会の構成員のうち、とくにＤＭＯの経営に責任を負う会長、副

会長によって構成され、理事会前に経営方針について審議する。 

▲ 

総務企画委員会 

理事会から選任された 10名程度によって構成され、事業の進捗状

況や方針について、年に４回程度審議する。 

▲ 

専務理事 

理事会から１名選任され、ＤＭＯに常勤して、事務局における事業

全般の執行責任を負い、上記各機関への上伸を行う。 
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関係者の参画状況について 

 理事会の構成 

下記のとおり、観光業界の要職者によって理事会を構成し、例年３月に予算理事会、 

５月に決算理事会を開催し、ＤＭＯの経営についての合意形成を図っている。 

 

穴 穗 行 仁 三千院門跡責任役員執事長 
荒 木 元 悦 京都仏教会評議員 
池 坊 専 好 華道家元池坊次期家元 
磯 橋 克 康 京都観光旅館連盟会長 
稲 地 利 彦 京阪ホールディングス取締役専務執行役員 
井 上 裕 久 京都能楽会理事長 
井 上 敬 章 嵯峨野観光鉄道代表取締役社長 
岩 井 一 路 京都商工会議所観光運輸部会直前部会長 
内 田 俊 一 国立京都国際会館館長 
内 田   隆 京都青果合同代表取締役社長 
宇 津 克 美 京都商店連盟会長 
太 田 紀 美 京都花街組合連合会会長 
大 塚 憲 郎 京福電気鉄道代表取締役社長 
小 野 善 三 京都府旅館ホテル生活衛生同業組合理事長 
糟 谷 範 子 京都市観光政策監 
金 子 邦 男 京都観光土産小売商連盟理事長 
岸 本 賢 二 全日本空輸京都支店支店長 
北 村 康 二 京都市文化観光資源保護財団専務理事 
粂 田 佳 幸 彌榮自動車代表取締役 
桑 原 仙 溪 京都いけばな協会会長 
小 林 智 彦 近畿日本鉄道鉄道本部企画統括部営業企画部長 
阪 田 英 治 日本航空京都支店支店長 
下 間 臣一郎 浄土真宗本願寺派本山本願寺参拝教化部長 
滝 川 敦 之 京都府旅館ホテル生活衛生同業組合教育旅行部会部会長 
田 中 誠 二 大和学園理事長 
田 中 良 明 京都名産品協同組合理事長 
津 田 純 一 京都物産出品協会会長 
寺 田 紳 一 京都料理組合組合長 
土 井 伸 宏 京都銀行取締役頭取 
中 村 清 斉 京都伝統産業青年会会長（就任予定） 
納 屋 嘉 人 淡交社代表取締役社長 
西 村   健 京都市観光協会事務総長 
畑 田 整 吾 東海旅客鉄道執行役員関西支社長（就任予定） 
福 永 法 弘 日本ホテル協会京滋奈支部支部長 
福 林 文 孝 京都伝統伎芸振興財団専務理事 
福 山 隆 夫 京都駅ビル開発代表取締役社長 
堀 場   厚 堀場製作所代表取締役会長兼グループＣＥＯ 
本 多 和 夫 平安神宮宮司 
宮 川 德 三 全日本シティホテル連盟近畿支部支部長 
室     博 西日本旅客鉄道執行役員営業本部長 
毛 利 裕 明 阪急電鉄都市交通事業本部運輸部長 
森   壽 雄 八坂神社宮司 
森 口 浩 紀 ＪＴＢ京都支店支店長 
山 内 康 敬 京都新聞社代表取締役社長 
山 岡 景一郎 平安女学院理事長・学長 
山 﨑 清一郎 京都観光施設協議会代表幹事 
山 本 耕 治 京都市公営企業管理者交通局長 
山 本 達 夫 京都市産業観光局長 
若 菜 真 丈 西日本旅客鉄道執行役員近畿統括本部京都支社長 
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他組織との役割分担について 

 

 

 行政（京都市）と密接に連携し、宿泊税などの財源を背景とした予算措置をもとに、ＤＭ

Ｏは観光振興事業の実行を担う。今後は、実行だけなく企画面の役割にも領域を広げ、実

行部分はＤＭＣをはじめとした会員事業者との連携へと移行する。 

 令和元年 12 月には UNWTO と UNESCO による「観光と文化をテーマにした国際会議」が京都

で行われ、両機関と連携のうえ、持続可能な観光を実現するための「京都モデル」の採択

を行った。観光庁においても持続可能な観光指標の開発が目標に掲げられているところで

あり、関係機関と連携のうえ、京都モデルの実現に引き続き取り組む。 

 海外情報拠点を通して、海外メディアへの情報提供や、現地情勢に関する情報収集を行う。 

 他自治体や周辺ＤＭＯとの連携は、前述のとおり。 

 ＭＩＣＥ振興は京都文化交流ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝﾋﾞｭｰﾛｰが所管するため、ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝﾋﾞｭｰﾛｰとの連携を

通して、ＭＩＣＥ誘致を支援している（京都市観光協会の事務局次長が、ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝﾋﾞｭｰﾛｰ

の部長を兼任）。 

 観光関連産業は業種の幅が広いため、当協会の会員以外の事業者との接点を増やすために、

京都経済同友会や京都商工会議所とも連携し、各団体における役員会での講演や、相互の

会員に対する情報発信を行っている。 

 平成 30 年度に開設された京都大学経営管理大学院 観光ＭＢＡコースと連携し、共同研究

事業に取り組んでおり、観光課題の解決に繋がるマーケティング手法の開発や、観光分野

に特化した高度経営人材の育成に取り組んでいる。 

 

【連絡先】 

担当者氏名 堀江 卓矢 

所属    公益社団法人 京都市観光協会 

住所    京都府京都市中京区河原町通三条上ル恵比須町４２７京都朝日会館３階 

電話番号  ０７５－２１３－００７０ 

FAX     ０７５－２１３－１０１１ 

E-mail   horie@kyokanko.or.jp 

 

実行部隊

KYOTO DMO
（京都市観光協会）

京都文化交流
コンベンションビューロー

司令塔（リーダーシップ・予算確保）

実行部隊➡企画部隊海外情報拠点を介して
メディアや関連組織に
アプローチ

産業観光局観光MICE推進室

国際組織

海外

官公庁

他自治体

京都府

財界

大学 京都大学
観光MBA

関係事業者（協会会員は1,500社以上）


